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期待以上に満足 ほぼ期待通り やや期待外れ 期待外れ 無回答
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環境配慮型購買行動の現状と普及のための課題～大阪GPN会員アンケートをもとに～（花田・中原）
く，ネットワーク組織としてさらに活動を活発に行う必要があることが推察される。また
大阪GPNの場合は入会後の意識変化として「環境配慮型商品はコスト的に不利だという
既成概念がなくなった」を選んだ会員が少なく，まだ業務に結び付けて実感を持てるよう
になってきていないことがわかった。さらに，入会して良かった点について尋ねた設問で
は，両GPNに共通して多かった「環境の取り組みの一環として参加できた」「環境関連の
情報を得やすくなった」以外の項目については，大阪GPN会員の選択割合は低く，「新た
な顧客獲得につながった」と回答した会員がいなかったことも含めて，設立１年のネット
ワーク組織の会員としてはまだメリットを感じられていないという実情が浮き彫りになっ
た。その中で「環境関連の情報を得やすくなった」と答えた会員の割合は大きく，設立直
後に求められたネットワークとしての機能は，環境コミュニケーションの向上という点で，
ある程度果たしていると言えよう。
　続いて会員の属性が企業か自治体か，という点についてであるが，文書化している回答
者に「購入基準」「数値目標」「定期的集計」「基準や目標の定期的な見直し」「方針や目標
の全従業員の把握」を尋ねたところ，回答者に自治体が含まれる大阪GPNでは，「環境対
応製品かどうかの判断基準」の設定以外の項目で，企業会員のみの滋賀GPNよりも実施
会員の割合が大きく，特に「数値目標」は82％の会員が設定していた。これはすべての自
治体会員が「実施している」と回答していることが大きかったと考える。今回，滋賀の自
治体会員は調査対象に含まれなかったが，自治体にも地域性が見られるかもしれないので，
今後の研究課題としたい。
　全体を通して，グリーン購入の取り組みの割合は，「滋賀GPN会員企業」＞「大阪GPN
会員（企業・自治体）」＞「滋賀県内非会員企業」の順に大きかった。非会員企業を一般
企業と考えると，地域に関わらず，グリーン購入の取り組みがまだ浸透していない一般企
業に広げていくことが重要であることが示されたと考える。
　最後に，大阪GPN会員の自由記述では，会員同士の交流や先進事例の情報収集をビジ
ネスに活かしたいという声や，サプライチェーンを通じての拡大を望む声などがあり，今
後，環境コミュニケーションの推進が望まれていることも明らかになった。　
　本研究を通じて，大阪におけるグリーン購入の取り組み拡大の方針として，グリーン購
入の実利をアピールするとともに，情報提供や交流の場を増やすことなどのコミュニケー
ション活動が求められていることが示された。今後はGPNの活動を通じて，実証的にグ
リーン購入拡大の働きかけの有効性について検証していきたいと考えている。
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